
貸 借 対 照 表

（平成21年3月31日現在）
（単位：千円）

構成比
（％）

5,854,780

5,854,780 99.9

7,222

1,722

5,500

7,222 0.1

5,862,002 100.0

4,803

5,666

585

11,055

11,055 0.2

5,900,000

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 49,052

△ 49,052

5,850,947

5,850,947 99.8

5,862,002 100.0

長 期 前 払 費 用

固 定 資 産 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

株 主 資 本 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

流 動 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

長 期 差 入 保 証 金

株 主 資 本

資 本 金

賞 与 引 当 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

固 定 資 産

純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

金 額区 分

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

（負　債　の　部）

流 動 負 債

負 債 純 資 産 合 計

負 債 合 計

（純 資 産 の 部）
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損 益 計 算 書

自 平成20年10月8日
至 平成21年3月31日

（単位：千円）
百分比
（％）

9,375

9,375 100.0

9,375 100.0

15,988 170.5

1,677

6,143

680

45

6,028

1,412

6,613 -

41,935 447.3

40,600

1,335

48,548 -

48,548 -

504 5.4

49,052 -

純 営 業 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

取 引 関 係 費

租 税 公 課

区 分 金 額

営 業 収 益

営 業 収 益 計

人 件 費

不 動 産 関 係 費

事 務 費

金 融 収 益

そ の 他

営 業 損 失

当 期 純 損 失

法人税、住民税及び事業税

新 株 発 行 費

税 引 前 当 期 純 損 失

営 業 外 費 用

そ の 他

経 常 損 失
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（単位：千円）

新 株 の 発 行 5,900,000        -        - 5,900,000 5,900,000

当 期 純 損 失        - △ 49,052 △ 49,052 △ 49,052 △ 49,052

5,900,000 △ 49,052 △ 49,052 5,850,947 5,850,947

5,900,000 △ 49,052 △ 49,052 5,850,947 5,850,947

資本金
利益剰余金

合計

株主資本
合計

純資産合計

繰越利益
剰余金

その他利益剰余金

利益剰余金

事 業 年 度 中 の 変 動 額

平成 21 年 3月 31 日残高

事業年度中の変動額合計

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自 平成20年10月 8日
至 平成21年 3月31日

株主資本
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　当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成１８年２月７日法務

省令第１３号）並びに同規則第１４６条第１項に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成１９

年内閣府令第５２号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和４９年１１月１４日付日本証券

業協会理事会決議）に準拠して作成しております。

[重要な会計方針に係る事項に関する注記]

１．引当金の計上基準

(1)賞与引当金……………従業員に対する賞与の支払いに備えるため、当社所定の計算方法により算出し

た支給見込額を計上しております。

２．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

[株主資本等変動計算書に関する注記]

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

 該当事項はありません。

３．配当に関する事項

 該当事項はありません。

株式の種類 前期末 増加 減少

－

個 別 注 記 表

（単位：株）

当期末

普通株式 － 118,000 118,000
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